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1. はじめに 

 我が国の 65 歳以上の高齢者人口は昭和 25 年以降

一貫して増加しており，2017 年では 3,514 万人とな

った 1)．高齢人口の急速な増加により超高齢社会へ

と突入した我が国では，増加する高齢人口の問題に

対応することが喫緊の問題となっているが，その中

でも災害時において高齢者が被災した際には様々

な課題が生じることが挙げられる．平成 23 年 3 月

11 日に発生した東北地方太平洋沖地震では，日本の

観測史上最大の大きさとなるマグニチュード 9 を記

録し，東日本の太平洋岸全体にわたる広範な範囲に

甚大な被害をもたらしたが，特に被害の大きかった

岩手県，宮城県，福島県の 3 県で収容された死亡者

のうち 60 歳以上の割合は 66％を占める結果となっ

た 2)．さらに，この地震災害では障害を持つ者の死

亡率が全体死亡率の 1.9 倍であり，避難時に支援が

必要であった者が大きな被害にあった． 

 以上のように，これまで高齢者や障害を持つ者な

どの避難行動要支援者が災害時に大きな被害を受

けてきたが，それらの理由の一つとして，避難行動

要支援者は身体が不自由なであるため，健常者と比

較しても避難意識や防災意識が低いのではないか

と推測した．そこで本研究では，災害に備えるため

のソフト対策やハード対策を行うための一指標と

なることを見据え，身体が不自由な方々にヒアリン

グ・アンケート調査を行うことにより，避難行動要

支援者の実態を明らかにすることを目的とする．  

 

2. ヒアリング・アンケート概要 

 避難体制確立までの流れを図-1 に示す．本研究で

は，Step2 の避難行動要支援者の実態の把握をヒアリ

ング・アンケート調査により行う．調査は，石川県

小松市の自宅に居住している方で，一人での避難行

動が困難であると考えられる通所介護サービスに

通う「要支援 2~要介護 2」のいずれかを保有してい

る方を対象に行った．施設ごとのアンケート回収人

数と属性については図-2 に示す．総回答人数は 30 名

である． 

 また，本調査では，避難行動要支援者が在宅して

いる際に想定外の大規模地震が起こり，火災や余震

から身を守るため避難が必要な状況であると仮定

した． 

3. 本アンケートの基礎集計 

 

図-1 避難体制確立までの流れ 

 

図-2 調査施設と回答人数（N=30） 

 

Step1 : 避難行動要支援者が住む地域のリスク評価

 どの様な災害が起こるか
 避難行動要支援者の避難を困難にさせる要因の程度

Step2 : 避難行動要支援者の実態の把握

 身体の状態や家族構成
 避難や防災を行う意識があるかどうか
 近所付き合い（共助可能性）

Step3 : ソフト対策

 避難体制の確立
 避難訓練の見直し

Step3 : ハード対策

 避難道路整備
 避難所の建設（設定）
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 本調査で得られた回答の基礎集計を行う．2 章で

述べたが，通所介護施設に通う身体が不自由な方々

30 名を対象に，ヒアリング形式でアンケート調査を 

行った． 

 

（1）対象者の家族構成や身体状況 

 30 人の平均年齢は 85.7 歳であり，独居世帯は 6

人（20.0%），高齢世帯は 4 人（13.3%）であった．30

人ほぼ全ての人が足のしびれや腰の痛みなどによ

り，杖や押し車，車いす等を利用していた．また，

「家族の外出等により自宅で一人になる時間はあ

るか」という設問においては，「ある」と回答した人

が 15 人（50%），「ない」と回答した人は 9 人（30%），

「同居家族がいない」と回答した方は 6 人（20%）

であった．「一人になる時間がある」と回答した人の

平均時間は 8.13 時間であった． 

 

（2）対象者の防災意識や避難意識 

 身体が不自由な人々の防災意識や避難意識につ

いてであるが，居住地域の指定避難所の場所を知っ

ている人は 23 人（79.3%）であり，「一人で避難所ま

で避難することが可能か」という設問においては，

「絶対にできる」，「なんとか行ける」と回答した人

が 9 人（31.0%）であるのに対し，「おそらくできな

い」，「絶対にできない」と回答した人が 19 人（65.5%）

であった．また，災害時に高齢者や障害を持つ方な

ど，配慮を要する人を滞在させるための避難所であ

る，福祉避難所の存在を知っている人は 5 人（17.2%）

と少ない結果となった． 

 以上のように避難を行うのが難しい人が多いが，

「避難の仕方や具体的な避難経路の想定」ができて

いる人は 6 人（20.7%）と少なく，「自身や家族と共

に避難経路や避難方法を確認したことがない」と回

答した人は 19 人（66%）と多い結果となった（図-

3）．さらに，「日頃からどのような災害対策をしてい

るか」という設問においては，「全く何の備えもして

いない」と回答した人が 17 人（58.6%）と多く，防

災意識の低さがみられる結果となった（図-4）． 

また，身体が不自由である中で，「避難する意識が

あるか」という設問においては，「絶対に避難した

い」，「避難したい」と答えた人は 20 人（69.0%）で，

「あまり避難するつもりはない」，「全く避難するつ

もりがない」と答えた人が 5 人（17.2%）であり，避

難をする意志はある人が多い結果であった． 

 

4. まとめ 

 一人での避難行動が困難であると考えられる

人々の防災意識・避難意識についてのヒアリング・

アンケート調査を行った．集計した結果として，身

体が不自由な方々でも命を守るために避難を行う

意志のある方々が多い結果となった．一方で，避難

の意志はあるが，日頃からの防災意識については低

く，具体的に災害時の避難について考えたことがな

い人が多いという結果も明らかとなり，避難行動要

支援者の防災意識の低さが顕著になった． 

 本論文では紙面の都合上，基礎的な集計のみを行

ったが，避難行動要支援者の属性や避難意識，防災

意識等を考慮した分析を行うことを今後の課題と

する． 
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図-3 避難を想定したことがあるか（N=29） 

 

図-4 避難を想定したことがあるか（N=29） 
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